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地震調査委員会の活動状況 
  

平成２１年８月２８日 

地 震 調 査 委 員 会 

 
前回の本部会議（平成２１年３月６日）以降の地震調査委員会及び地震調査委員会

の下の部会の活動状況は以下の通りである。（別添１：地震調査委員会構成員） 

 
１．地震活動の現状評価の実施 

 

地震調査委員会は、定例会を開催し、全国の地震活動の現状について総合的な
評価を行うとともに、被害地震等の発生の際には臨時の委員会を開催している。 

８月１１日に発生した駿河湾の地震（M6.5）により、最大震度６弱を観測した

ことから、発生当日に臨時会を開催し、余震の発生状況や余震分布、発震機構の
データなどから、地震活動の特徴や推移に関して評価した（別添２）。 

 

 

２．地震発生可能性の長期的な観点からの評価の実施  

 

長期評価部会においては、活断層の調査方法の高度化も視野に入れ、今後の活断

層評価手法の高度化に向けた報告書の作成を進めている。 

また、既存の調査や追加・補完調査の結果等に基づき、高田平野断層帯など５断

層帯について長期評価（一部改訂を含む）を公表した（表２）。 

さらに、昨年５月８日に発生した茨城県沖の地震（M7.0)が、想定されていた茨

城県沖のプレート間地震であると地震調査委員会で評価されたことを受けて、茨城

県沖の地震を含めた「三陸沖から房総沖にかけての地震活動についての長期評価の

一部改訂」について公表した。 

 

 

３．活断層で発生する地震、海溝型地震を対象とした強震動評価の実施 
 

強震動評価部会においては、地震動予測地図の高度化に向けて、強震動予測手法

の高度化等を検討している。 

現在は、長周期地震動予測手法の確立をめざし、想定される東海地震、東南海地

震、宮城県沖地震を対象に「長周期地震動予測地図」試作版を作成し、その公表に

向けたまとめの作業を進めている。 

 

 

４．長期評価、強震動予測等を統合した地震動予測地図の作成 

 

地震動予測地図の改良と高度化のための手法について、高精度化・高度利用とい

う観点で審議を進めた。そして、諸検討の成果をまとめた地図として、平成２１年

７月に「全国地震動予測地図」を公表した（別添３）。 



 
表１ 最近の地震調査委員会の開催状況 

 

開 催 年 月 日 通算回数 公 表 件 名 

平成２１年 ３月 ９日 １９４回 ２００９年２月の地震活動の評価 

      ４月 ９日 １９５回 ２００９年３月の地震活動の評価 

      ５月１２日 １９６回 ２００９年４月の地震活動の評価 

      ６月１１日 １９７回 ２００９年５月の地震活動の評価 

      ７月 ９日 １９８回 ２００９年６月の地震活動の評価 

８月１０日 １９９回 ２００９年７月の地震活動の評価 

８月１１日 ２００回 ２００９年８月１１日駿河湾の地震活動の評価 

 

表２ 最近の地震調査委員会関連の公表状況（現状評価以外） 

公 表 年 月 日 公 表 件 名 

平成２１年 ３月 ９日 三陸沖から房総沖にかけての地震活動についての長期評価の

一部改訂について 

      ３月１８日 高田平野断層帯の長期評価について 

      ６月２２日 六日町断層帯の長期評価について 

      ６月２２日 安芸灘断層群の長期評価について 

      ６月２２日 神縄・国府津－松田断層帯の長期評価の一部改訂について 

      ７月２１日 「全国地震動予測地図」の公表について 

      ８月２７日 琵琶湖西岸断層帯の長期評価の一部改訂について 
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  本 蔵 義 守 国立大学法人東京工業大学理工学研究科教授 
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図  今後30年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率（平均ケース） 

（基準日：平成21年（2009年）１月１日） 
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図 メッシュサイズ変更の概念（上段）及び変更例（下段：和歌山市付近の例） 

左：従来の地図 右：今回の地図 

34゜N 

135゜E 135゜30’E 135゜E 135゜30’E 

1 km 四方で代表された増幅率評価 きめ細かくメリハリのある増幅率評価

従来はぼんやりとしていた地図が、かなり鮮明なものとなる。 

従来の約 1 km メッシュ 新しい約 250 m メッシュ 

河川沿いで 
増幅率が大きい 

台地では 
増幅率が小さい 

河川 

台地 

和歌山市役所

←揺れにくい 揺れやすい→ 増幅率※ 

※工学的基盤（S波速度 Vs=400m/s 相当）から

地表に至る表層地盤における最大速度増幅率

10 km 




